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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
燃焼装置の高温の壁面から伝達される排熱を蓄熱して回収する蓄熱式排熱回収装置であっ
て、
蓄熱式排熱回収装置は、
高温の壁面の外側に設けた壁面狭空間からなり、
壁面狭空間は、空間の上方と下方とが開口した隔壁によって、高温の壁面側の空間（内壁
側空間）と、壁面狭空間の外壁側の空間（外壁側空間）とに区画され、
内壁側空間には、作動媒体を循環させるための伝熱管が配管されており、
内壁側空間内に貯留する蓄熱媒体が排熱を蓄熱して高温になると、蓄熱媒体は、隔壁上方
の開口部分から外壁側空間に流れて冷却され、隔壁下方の開口部分から内壁側空間に戻っ
て再度排熱を蓄熱して高温になり、これが繰り返されることで両空間内を循環するととも
に、この循環によって一定の温度に制御された蓄熱媒体が循環する内壁側空間に配管され
た伝熱管内に、作動媒体を循環させることによって、
作動媒体が、高温の壁面から伝達される排熱を直接回収するのではなく、蓄熱媒体を介し
て間接的に回収する
ことを特徴とする蓄熱式排熱回収装置。
【請求項２】
燃焼装置の高温の壁面から伝達される排熱を蓄熱して回収する蓄熱式排熱回収装置であっ
て、
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蓄熱式排熱回収装置は、
高温の壁面の外側に設けた壁面狭空間からなり、
壁面狭空間は、隔壁によって、高温の壁面側の空間（内壁側空間）と、壁面狭空間の外壁
側の空間（外壁側空間）とに区画され、
内壁側空間には、作動媒体を循環させるための伝熱管が配管され、
外壁側空間には、内壁側空間の蓄熱媒体を外壁側空間内に移送し、循環させるため、隔壁
上方に形成された開口部から外壁側空間内を通って隔壁下方に形成された開口部を繋ぐ環
状の放熱管が配管されており、
内壁側空間内に貯留する蓄熱媒体が排熱を蓄熱して高温になると、蓄熱媒体は、隔壁上方
に形成された開口部から外壁側空間内に配管されている放熱管を流れる間に冷却され、隔
壁下方に形成された開口部から内壁側空間に戻って再度排熱を蓄熱して高温になり、これ
が繰り返されることで両空間間を循環するとともに、この循環によって一定（所望）の温
度に制御された蓄熱媒体と接触するように内壁側空間に配管された伝熱管内に、作動媒体
を循環させることによって、
作動媒体が、高温の壁面から伝達される排熱を直接回収するのではなく、蓄熱媒体と伝熱
管壁面を介して間接的に回収する
ことを特徴とする蓄熱式排熱回収装置。
【請求項３】
前記の内壁側空間を循環する蓄熱媒体は、
常圧における沸点が水のそれよりも高く、温度上昇とともに体積が増加する液体（２５～
３００℃における容積比が、常温時１に対して１．５倍以下）からなる熱媒体であり、
排熱を蓄熱する前の蓄熱媒体（初期状態）は、液面すなわち気液界面が隔壁上方の開口部
または開口部分よりも低い位置で静止しているが、排熱を蓄熱した後の温度上昇に伴って
体積が膨張し、隔壁上方の開口部または開口部分に向かって液面が上昇する場合において
、
所望の温度に達すると、蓄熱媒体が、隔壁上方の開口部分から外壁側空間に、または、隔
壁上方に形成された開口部から外壁側空間内に配管された放熱管に、流れ込んで、内壁側
空間と外壁側空間との間を循環して外壁側空間で放熱または冷却されるようにすることで
、
排熱を回収して蓄熱した蓄熱媒体の温度を制御できる
ことを特徴とする請求項１または２のいずれかに記載の蓄熱式排熱回収装置。
【請求項４】
前記の内壁側空間を循環する蓄熱媒体は、
常圧における沸点が水のそれよりも高く、温度上昇とともに体積が増加する液体（２５～
３００℃における容積比が、常温時１に対して１．５倍以下）からなる熱媒体に、螺旋状
にカールした金属繊維や金属薄帯が混入された混合蓄熱媒体であり、
排熱を蓄熱する前は、隔壁上方の開口部または開口部分よりも低い蓄熱媒体の液面が、排
熱を蓄熱した後の温度上昇に伴って体積が膨張することで液面が上昇し、それが隔壁上方
の開口部または開口部分よりも高くなる場合において、
一定温度に達すると、蓄熱媒体が、隔壁上方の開口部分から外壁側空間に、または、隔壁
上方に形成された開口部から外壁側空間内に配管された放熱管に、流れ込んで、内壁側空
間と外壁側空間との間を循環して外壁側空間で放熱または冷却されるようにすることで、
排熱を回収して蓄熱した蓄熱媒体の温度を制御できる
ことを特徴とする請求項１または２のいずれかに記載の蓄熱式排熱回収装置。
【請求項５】
前記の壁面狭空間または内壁側空間の天井部分には内圧調整弁が設けられており、
内圧調整弁は、
蓄熱媒体が一定温度以上になって体積が増大し、壁面狭空間内または内壁側空間内が高圧
になると、
壁面狭空間内または内壁側空間内に貯留する空気を排出し、
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蓄熱媒体が一定温度以下になって体積が減少し、壁面狭空間内または内壁側空間内が低圧
になると、
壁面狭空間外または内壁側空間外から外気を吸入する
ことで、壁面狭空間内または内壁側空間内の圧力を一定に保つ
ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載の蓄熱式排熱回収装置。
【請求項６】
前記の伝熱管は、
高温の壁面の外側に設けられた壁面狭空間内または内壁側空間内を、壁面の周囲を、壁面
に沿って螺旋状に配管されている
ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載の蓄熱式排熱回収装置。
【請求項７】
前記の蓄熱式排熱回収装置を用いた燃焼装置であって、
燃焼室または煙突部の壁面の外側に、
請求項１乃至６のいずれかに記載の蓄熱式排熱回収装置が設けられている
ことを特徴とする燃焼装置。
【請求項８】
請求項７の燃焼装置と、
作動媒体を圧送するポンプまたはコンプレッサーと、
蓄熱媒体との熱交換により過熱蒸気（飽和温度以上）になった作動媒体によって発電機を
駆動するタービンと、
発電機及び復水器とから構成される
ことを特徴とするコージェネレーションシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、小規模の燃焼装置から排出される排熱を回収する蓄熱式排熱回収装置及びこれ
を用いた燃焼装置に関するものであり、また、回収した熱を顕熱として蓄熱し、蓄熱した
熱を利用してタービンを駆動して発電を行うコージェネレーションシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
化学プラントや燃焼設備等の排熱（または廃熱）を有効に活用する技術は、化石燃料の消
費削減のほか、環境負荷の小さい、低炭素循環型の社会システムの構築に貢献できる技術
として、今後ますます重要になると考えられる。
【０００３】
例えば、ごみ焼却設備からの排熱は主に、熱交換器を介して作動媒体の予熱を行なう形態
、温水として回収、供給する形態、さらには、過熱蒸気によりタービンを駆動させて電気
と熱の同時供給を行なうコージェネレーションシステム（熱電併用）の形態に大別される
。
そして、いずれの形態についても、熱交換器の性能とともに排熱回収効率が向上し、各種
センサーや制御技術を取り入れてシステム性能の進歩が図られてきた。
【０００４】
特に、排熱を利用して電気と熱の同時供給を行なうコージェネレーションシステムの形態
については、経済的メリットを考慮しつつ、高温の排熱を安定的に確保できる大規模設備
において広く普及している。一方、ごみ焼却量が１日１００トン以下の小規模燃焼装置や
間欠式の燃焼炉では、発電に必要な排熱を定常的に確保できない場合が多いために、ター
ビンを駆動するための過熱蒸気を安定的に確保することが困難であり、小型燃焼装置のみ
の排熱ではコージェネレーションシステムを構築することは困難とされている。
【０００５】
小規模の燃焼装置や間欠型の燃焼炉については、近年、燃焼温度の高温化と排煙の急速冷
却技術の進歩により、制御、モニタリング技術を融合させることでダイオキシン類を排出
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しないことが実現されている。これにより機器の需要が増加していることもあり、大型設
備と同様に排熱の有効活用に向けた技術開発の動向が注目されている。
【０００６】
例えば、特許文献１では、焼却物に伐採木材や生物資源物を混入して、一定の燃焼熱を確
保することで、蒸気タービンの発電出力を一定に保持する方法が開示されている。
【０００７】
また、特許文献２では、焼却炉内で熱交換を行なって予熱された作動媒体を、補助ボイラ
により再加熱して、安定した過熱蒸気を確保する発電方法が開示されている。
【０００８】
さらに、近年、温泉熱など、温度１００℃前後の排熱を利用する形態として、低沸点の作
動媒体を用いて排熱を回収し、比較的低温の過熱蒸気でタービンを駆動させるバイナリー
発電システムが実用化されているが、当該システムにおいても、一定温度の熱を充分かつ
定常的に確保できることが重要となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２０１３－０６４５７１号公報
【特許文献２】特開平０７－０１２３０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
小規模の燃焼装置の排熱を利用してコージェネレーションシステムを構築するには、次の
課題の解決が必要である。
（１）装置が小型化すると、排熱を回収するための伝熱面積を確保し難く（有効伝熱面積
が小さい）、燃焼熱の変動が大きいことから、一定温度または一定量の排熱を定常的に確
保するための技術的手段が必要である。
（２）装置が小型化するほど単位体積当たりの表面積が大きくなることから、大型装置よ
りも外気への放熱量すなわち熱損失が大きくなり、熱媒体または作動媒体を用いて回収さ
れた熱が、外気へ放熱されて、熱回収率が大幅に低下する。
すなわち、小型燃焼装置特有の「熱し易く、さめ易い」性質を改善する必要がある。
（３）従来の排熱回収装置の形態では、水や低沸点または低温の熱媒体を用いて排熱回収
を行った場合、熱媒体の熱的条件（温度、圧力、熱伝達率）が燃焼室や高温の壁面に直接
影響を及ぼすことから、燃焼温度の低下、壁面の変形を生じ、場合によっては燃焼室壁面
が焼損（バーンアウト）する危険がある。
（４）従来の排熱回収装置をコージェネレーションシステムに適用した場合、燃焼室の熱
的変動（温度、発熱量）が作動媒体の温度や圧力に直接影響を及ぼし、安定した過熱蒸気
すなわち安定した発電出力を得ることが難しい。
【００１１】
そこで、上記課題に鑑み、本発明は、熱変動が大きい小型燃焼炉等の排熱を蓄熱して、一
定温度の安定した熱を確保、供給できる蓄熱式排熱回収装置及びこれを用いた燃焼装置並
びにコージェネレーションシステムを提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
本発明に係る蓄熱式排熱回収装置は、
燃焼装置の高温の壁面から伝達される排熱を蓄熱して回収する蓄熱式排熱回収装置であっ
て、
蓄熱式排熱回収装置は、
高温の壁面の外側に設けた蓄熱媒体を貯留または循環させるための壁面狭空間からなり、
壁面狭空間には、作動媒体を循環させるための伝熱管が配管されており、
壁面狭空間内に蓄熱媒体を貯留または循環させるとともに、伝熱管内に作動媒体を循環さ
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せることで、
作動媒体が、高温の壁面から伝達される排熱を直接回収するのではなく、蓄熱媒体を介し
て間接的に回収する
ことを特徴とする。
【００１３】
従来の排熱回収装置は、作動媒体または熱媒体（２０℃前後の水）を高温の壁面に供給し
て、壁面と作動媒体とが直接接触した状態で、壁面から伝達される排熱を回収する形態で
ある。この形態を、小規模の燃焼装置に適用した場合、次の問題がある。
（１）低温の作動媒体または熱媒体が装置内に供給されると、燃焼装置の壁面温度を低下
させ、さらには燃焼室内部の燃焼状態（温度、発熱量）に影響を及ぼすおそれがある。こ
れは、例えばごみの焼却装置においては、燃焼温度の低下が生じ、有害物質が発生する原
因になる。
（２）燃焼装置の壁面の内側（燃焼室側、高温）と外側（熱媒体が接触している面）とで
大きな温度差（温度勾配）が生じ、燃焼装置の壁面が熱応力により変形、破損の危険があ
る。
（３）熱媒体がドライアウトして過熱蒸気になると、壁面の急激な温度上昇と系内の圧力
上昇とが起こり、壁面の焼損（バーンアウト）や加圧による壁面の変形が生じる。
（４）燃焼炉側壁面と外気側壁面とが作動媒体を介して接触している状態では、作動媒体
の熱損失（外部への放熱）が大きくなり、熱回収率が低下して、蒸気生成が不安定となる
。
【００１４】
そこで、本発明に係る蓄熱式排熱回収装置は、水の飽和温度（１００℃、１気圧）よりも
高い飽和温度となる液体すなわち高沸点かつ高熱容量の蓄熱媒体と、水または低沸点の作
動媒体と、の２種類の熱媒体を用い、高温の壁面の外側に設けた蓄熱媒体を貯留または循
環させる壁面狭空間内に伝熱管を配管して、伝熱管内に作動媒体を循環させることで、作
動媒体が燃焼装置側壁面と外気側壁面に直接触れることなく、排熱を安全かつ効率よく回
収できるようにした。
【００１５】
本願発明において、壁面とは、燃焼によって高温に熱せられる燃焼装置の燃焼室（燃焼炉
）や煙突部等の壁面を意味する。
また、壁面狭空間とは、燃焼装置の燃焼室（燃焼炉）や煙突部等の壁面の外側に設けられ
る壁面で挟まれた空間であり、壁面の一部分だけで空間を設けることもできるし、全範囲
、つまり、燃焼室（燃焼炉）や煙突部の壁面全てに設けることもできる。壁面狭空間の外
気側壁面（外壁）は、外気環境の影響を受けないように断熱性を有することが望ましい。
【００１６】
本願発明において、伝熱管は、壁面狭空間内に配管され、管内部に作動媒体を循環させる
。伝熱管は、壁面狭空間内を垂直方向に配管することもできるし、螺旋状に形成された管
として壁面に沿って配管したり、壁面の周囲に沿って螺旋方向に配管することもできる。
なお、蓄熱媒体や作動媒体を装置外部で循環させる場合のポンプ等の動力源は、別に備え
ることができる。
【００１７】
本願発明における蓄熱媒体は、１気圧における沸点が約３００～４００℃で、温度上昇と
ともに体積が増加する性質すなわち体積膨張率の温度依存性が大きい液体（例えば、温度
２５～３００℃における容積比１～１．５以下）である。また、金属繊維または金属粒子
等を埋入した蓄熱媒体で壁面狭空間を満たすと、高温壁面から蓄熱媒体への熱移動が促進
され、蓄熱媒体の温度分布が均一化されて蓄熱性及び温度制御性が向上する。
【００１８】
本願発明における作動媒体は、水または低沸点（沸点１００℃以下）のペンタンやブタン
の他、フロン系冷媒を用いることができる。このような作動媒体を用いることで、温度１
００℃以下の低温の排熱回収が可能となり、蒸気タービンの駆動に必要な過熱蒸気を、よ
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り安定的に確保することができる。
【００１９】
本発明によれば、低温の水や低沸点の作動媒体を装置内に供給しても、燃焼装置の壁面や
燃焼室内部の温度や発熱量を低下させることがなく、さらに壁面の変形や焼損を防ぐこと
ができる。
また、低沸点の作動媒体が燃焼装置の高温の壁面と直に接触することがないため、壁面の
内側と外側の温度差（温度勾配）が極端に大きくなることが回避されて、熱応力による壁
面の変形や、熱伝達低下による燃焼炉壁面の焼損（バーンアウト）、過熱蒸気による壁面
の加圧変形を防ぐことができる。
【００２０】
さらに、燃焼装置の排熱を発電に利用するコージェネレーションでは、発電に必要な熱エ
ネルギーを常に確保することが必要である。
従って、当該発明により小型燃焼装置に蓄熱機能を持たせることで、排熱の熱的変動が大
きい小型燃焼装置においても、過熱蒸気の安定供給すなわち安定した発電出力をえること
ができる。
【００２１】
本発明に係る蓄熱式排熱回収装置は、
燃焼装置の高温の壁面から伝達される排熱を蓄熱して回収する蓄熱式排熱回収装置であっ
て、
蓄熱式排熱回収装置は、
高温の壁面の外側に設けた壁面狭空間からなり、
壁面狭空間は、空間の上方と下方とが開口した隔壁によって、高温の壁面側の空間（内壁
側空間）と、壁面狭空間の外壁側の空間（外壁側空間）とに区画され、
内壁側空間には、作動媒体を循環させるための伝熱管が配管されており、
内壁側空間内に貯留する蓄熱媒体が排熱を蓄熱して高温になると、蓄熱媒体は、隔壁上方
の開口部分から外壁側空間に流れて冷却され、隔壁下方の開口部分から内壁側空間に戻っ
て再度排熱を蓄熱して高温になり、これが繰り返されることで両空間内を循環するととも
に、この循環によって一定の温度に制御された蓄熱媒体が循環する内壁側空間に配管され
た伝熱管内に、作動媒体を循環させることによって、
作動媒体が、高温の壁面から伝達される排熱を直接回収するのではなく、蓄熱媒体を介し
て間接的に回収する
ことを特徴とする。
【００２２】
本発明は、前記蓄熱式排熱回収装置の壁面狭空間を、隔壁によって内壁側空間と外壁側空
間とに区画し、壁面狭空間の上方と下方の開口している空間を通じて、蓄熱媒体が両空間
間を自然循環するようにしたものである。
【００２３】
小規模の燃焼装置の排熱を発電に利用する場合には、熱的条件（温度、圧力、流量）が一
定の過熱蒸気をタービン入口に供給して、周波数一定の安定した発電出力を得る必要があ
る。そのため、作動媒体の熱源となる蓄熱媒体の温度は、一定または一様に保たれている
ことが望ましい。
【００２４】
そこで、本発明では、高温の壁面の外側に設けた壁面狭空間を、上下両方に開口部を有す
る隔壁によって仕切り、高温の熱媒体（内壁側）と低温の熱媒体（外壁側）とが、開口部
を通して循環できる構成とした。これにより、蓄熱媒体が熱的バランスを保つ形（密度差
を補う様相）で自然循環をし、蓄熱媒体及び装置内の温度が一定または一様となるように
した。
【００２５】
本発明に用いる蓄熱媒体は、内壁側空間内で、壁面からの高温の排熱を顕熱として蓄熱し
、温度上昇にともなって体積が増加し、隔壁上方の開口部分から外壁側空間に流れて、外
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壁側空間で放熱または冷却される。そして、冷却された蓄熱媒体は、比体積が減少（密度
が増加）することで下降流となって隔壁下方の開口部分から内壁側空間に流れ込む。
これにより、加熱域と冷却域の熱的バランスを保つ形で自然循環が継続し、蓄熱媒体及び
装置内の温度が、一定または一様に保たれて、熱的駆動力のみで温度制御が可能となる。
【００２６】
本発明における隔壁は、断熱性を有し、壁面狭空間を、高温の壁面側の空間（内壁側空間
、高温）と、壁面狭空間の外壁側の空間（外壁側空間、低温）とに区画する。
しかし、壁面狭空間を外壁側空間と内壁側空間とに完全に隔てるものではなく、壁面狭空
間の上方と下方の空間は開口した状態にしておく。この開口した状態の空間（開口部分）
を通じて、蓄熱媒体が各空間を移動して循環する。壁面狭空間の外壁は、外気温の影響を
受けないように断熱壁とする場合もあれば、蓄熱媒体を冷やすために冷却壁とする場合も
あり、蓄熱媒体の温度条件により異なる。
また、壁面狭空間を内壁側空間と外壁側空間とに区画する隔壁は、内壁側空間と外壁側空
間との間で隔壁を通じた熱の伝達が行われないように断熱性を有することが望ましい。
【００２７】
なお、この構成においても、低温の水や低沸点の作動媒体が装置内に供給されても、作動
媒体が高温の壁面に直接触れることがないため、燃焼装置の壁面や燃焼室内部の温度を下
げることがなく、壁面の変形や焼損に至ることもない。
なお、前述と同様、蓄熱媒体を循環させる壁面狭空間または内壁側空間に、金属繊維また
は金属粒子等を埋入することで、高温壁面から蓄熱媒体への熱移動が促進され、蓄熱媒体
の温度分布が均一化されて蓄熱性及び温度制御性が向上する。
【００２８】
本発明に係る蓄熱式排熱回収装置は、
燃焼装置の高温の壁面から伝達される排熱を蓄熱して回収する蓄熱式排熱回収装置であっ
て、
蓄熱式排熱回収装置は、
高温の壁面の外側に設けた壁面狭空間からなり、
壁面狭空間は、隔壁によって、高温の壁面側の空間（内壁側空間）と、壁面狭空間の外壁
側の空間（外壁側空間）とに区画され、
内壁側空間には、作動媒体を循環させるための伝熱管が配管され、
外壁側空間には、内壁側空間の蓄熱媒体を外壁側空間へ移送し、循環させるため、隔壁上
方に形成された開口部から外壁側空間内を通って隔壁下方に形成された開口部を繋ぐ環状
の放熱管が配管されており、
内壁側空間内に貯留する蓄熱媒体が排熱を蓄熱して高温になると、蓄熱媒体は、隔壁上方
に形成された開口部から外壁側空間内に配管されている放熱管を流れる間に冷却され、隔
壁下方に形成された開口部から内壁側空間に戻って再度排熱を蓄熱して高温になり、これ
が繰り返されることで両空間間を循環するとともに、この循環によって一定（所望）の温
度に制御された蓄熱媒体と接触するように内壁側空間に配管された伝熱管内に、作動媒体
を循環させることによって、
作動媒体が、高温の壁面から伝達される排熱を直接回収するのではなく、蓄熱媒体と伝熱
管壁面を介して間接的に回収する
ことを特徴とする。
【００２９】
本発明は、前記蓄熱式排熱回収装置の壁面狭空間を、隔壁によって内壁側空間と外壁側空
間とに区画し、隔壁の上方と下方とに形成された開口部を放熱管で繋ぎ、蓄熱媒体が外壁
側空間に配管された放熱管内を移動、下降しながら冷却されて、蓄熱媒体が両空間内を温
度差による熱駆動力によって自然循環するようにしたものである。
【００３０】
小規模の燃焼装置の排熱を発電に利用する場合には、タービン入口に供給される過熱蒸気
の熱的条件（温度、圧力、流量）を一定にして、安定した周波数の発電出力を得る必要が
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ある。そのため、作動媒体の熱源となる蓄熱媒体の温度は、一定または一様に保たれてい
ることが望ましい。
【００３１】
そこで、本発明では、高温の壁面の外側に設けた壁面狭空間を、上下両方に開口部を有す
る隔壁によって仕切り、高温の熱媒体（内壁側）と低温の熱媒体（外壁側）とが、開口部
を通して循環できる構成とした。これにより、蓄熱媒体が熱的バランスを保つ形（密度差
を補う様相）で自然循環をし、蓄熱媒体及び装置内の温度が一定または一様となるように
した。
蓄熱媒体は、内壁側空間内で、壁面からの高温の排熱を回収して蓄熱し、温度が上昇する
にしたがって隔壁上方に形成された開口部から外壁側空間内に配管されている放熱管内を
流れて、外壁側空間で放熱または冷却される。
そして、冷却される蓄熱媒体は、温度が低下するにしたがって比体積が小さく（密度が大
きく）なって下降流となり、隔壁下方に形成された開口部から内壁側空間に流れる。以上
の循環のプロセスを繰り返すことにより、蓄熱媒体の温度が一定または一様に保たれる。
以上の結果、高温の壁面から伝達される排熱は、高沸点かつ高熱容量の蓄熱媒体に蓄熱さ
れ、蓄熱媒体が保有している顕熱を作動媒体が回収する形態であるため、小規模の燃焼装
置であっても、燃焼室内部の熱変動（温度、熱量の変化）の影響を作動媒体が直接受ける
ことがなく、安定した過熱蒸気を生成、供給できる。
【００３２】
本発明における隔壁は、断熱性を有し、壁面狭空間を、高温の壁面側の空間（内壁側空間
、高温）と、壁面狭空間の外壁側の空間（外壁側空間、低温）とに区画する。
本発明における隔壁は、隔壁の上方と下方とにそれぞれ開口部を設けてある。この上方と
下方の開口部を繋ぐようにして環状の放熱管が配管されている。そのため、蓄熱媒体は、
開口部を通じて内壁側空間から外壁側空間へと流れ、放熱管内を通過しながら冷却される
。
また、壁面狭空間を内壁側空間と外壁側空間とに区画する隔壁は、内壁側空間と外壁側空
間との間で隔壁を通じた熱移動がないように断熱性を有することが望ましい。
【００３３】
放熱管の冷却には水または冷媒が用いられる。水の場合には、放熱管から得た熱を回収し
て温水として、装置外部に供給、利用できる。
また、冷媒を循環させる場合には、チラーなどの冷却装置が用いられ、室温または外気温
以下の低温の冷却が可能となる。
【００３４】
放熱管表面に、放熱管内を循環する蓄熱媒体の放熱または冷却の効果を高めるため、フィ
ンまたは溝を形成することもできる。フィンは放熱管の外周側に形成することもできるし
、溝は放熱管の内周側に形成することができる。すなわち、放熱管の内外表面にフィンや
溝を施すことで、放熱管内を循環する蓄熱媒体の放熱量を大きくする効果がある。
【００３５】
壁面狭空間の外壁は、外気温の影響を受けないように断熱性を有する。外気への熱の移動
を小さくして、蓄熱媒体および冷却水（冷媒）の熱損失の低減を図る構成であることが望
ましい。
【００３６】
前述同様、この構成において、低温の水や低沸点の作動媒体が装置内に供給されても、作
動媒体が高温の燃焼炉壁面に直接触れることがないため、燃焼装置壁面や燃焼室内部の温
度を低下させることはなく、さらには壁面の変形や焼損を生ずることもない。
なお、蓄熱媒体を循環させる壁面狭空間、内壁側空間または外壁側空間に、金属繊維また
は金属粒子等を埋入することで、蓄熱性及び温度制御性を向上させることが可能である。
【００３７】
本願発明における放熱管は、内壁側空間の蓄熱媒体を外壁側空間で冷却するため、外壁側
空間内に配管されている管である。隔壁上方に形成された開口部（放熱管の入口）から外
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壁側空間内を通って隔壁下方に形成された開口部（放熱管の出口）までを繋ぐ管であり、
垂直方向に繋ぐ垂直管にすることもできるし、壁面狭空間内を螺旋状に繋ぐ螺旋管にする
こともできる。
なお、蓄熱媒体を循環させる壁面狭空間または内壁側空間に、金属繊維または金属粒子等
を混入することで、高温壁面から蓄熱媒体への熱移動が促進され、蓄熱媒体の温度分布が
均一化されて蓄熱性能及び温度の制御性が向上する。
【００３８】
本発明に係る蓄熱式排熱回収装置は、
前記の内壁側空間を循環する蓄熱媒体は、
常圧における沸点が水のそれよりも高く、温度上昇とともに体積が増加する液体（２５～
３００℃における容積比が、常温時１に対して１．５倍以下）からなる熱媒体であり、
排熱を蓄熱する前の蓄熱媒体（初期状態）は、液面すなわち気液界面が隔壁上方の開口部
または開口部分よりも低い位置で静止しているが、排熱を蓄熱した後の温度上昇に伴って
体積が膨張し、隔壁上方の開口部または開口部分に向かって液面が上昇する場合において
、
所望の温度に達すると、蓄熱媒体が、隔壁上方の開口部分から外壁側空間に、または隔壁
上方に形成された開口部から外壁側空間内に配管された放熱管に、流れ込んで、内壁側空
間と外壁側空間との間を循環して外壁側空間で放熱または冷却されるようにすることで、
排熱を回収して蓄熱した蓄熱媒体の温度を制御できる
ことを特徴とする。
【００３９】
本発明における蓄熱媒体は、常圧における沸点が水のそれよりも高く（例えば、常圧にお
ける沸点が約３５０℃）、温度上昇とともに体積が増加する性質すなわち体積膨張率の温
度依存性が大きい液体（例えば、温度２５～３００℃における容積比１～１．５以下）で
ある。
また、蓄熱媒体の液面は、排熱を蓄熱する前（初期状態）においては、隔壁上方の開口部
または開口部分よりも低い位置にあり、排熱を蓄熱した後の温度上昇に伴って体積が膨張
して液面が上昇し、隔壁上方の開口部または開口部分よりも高くなる場合において、所望
の温度に達すると、蓄熱媒体が、隔壁上方の開口部分から外壁側空間に、または、隔壁上
方に形成された開口部から外壁側空間内に配管された放熱管に流れ込んで、内壁側空間と
外壁側空間との間を循環して外壁側空間で放熱または冷却されるようにすることで、排熱
を回収した蓄熱媒体の温度すなわち蓄熱温度を制御できる。
【００４０】
小規模の燃焼装置の排熱を発電に利用する場合には、熱的条件（温度、圧力、流量）が一
定の過熱蒸気を、タービン入口に供給して、周波数一定の安定した発電出力を得る必要が
ある。そのため、作動媒体の熱源となる蓄熱媒体の温度は、一定または一様に保たれてい
ることが望ましい。
【００４１】
そこで、本発明は、蓄熱媒体が、所望の温度に達したときに内壁側空間と外壁側空間との
間を自然循環して外壁側空間で放熱または冷却されることで、一定の温度を維持できるよ
うにするため、常圧における沸点が水のそれよりも高く（例えば、常圧における沸点が約
３５０℃）、温度が２５～３００℃まで上昇する間に容積比が１～１．５以下まで増加す
る性質を有する蓄熱媒体とした。
従って、この容積変化（蓄熱媒体の温度と体積膨張率の関係）を考慮して、壁面狭空間を
満たす蓄熱媒体の充填量が決定される。すなわち、所望の温度に達すると、蓄熱媒体の液
面高さが隔壁上方の開口部に達するように、初期状態での充填量および液面高さが決定さ
れ、蓄熱媒体が壁面挟空間内を自然循環する際の開始温度が設定される。
【００４２】
本発明に係る蓄熱式排熱回収装置は、
前記の内壁側空間を循環する蓄熱媒体は、
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常圧における沸点が水のそれよりも高く、温度上昇とともに体積が増加する液体（２５～
３００℃における容積比が、常温時１に対して１．５倍以下）からなる熱媒体に、螺旋状
にカールした金属繊維や金属薄帯が混入された混合蓄熱媒体であり、
排熱を蓄熱する前は、隔壁上方の開口部または開口部分よりも低い位置で静止している蓄
熱媒体の液面が、排熱を蓄熱した後の温度上昇に伴って体積が膨張することで液面が上昇
し、それが隔壁上方の開口部または開口部分よりも高くなる場合において、
一定温度に達すると、蓄熱媒体が、隔壁上方の開口部分から外壁側空間に、または、隔壁
上方に形成された開口部から外壁側空間内に配管された放熱管に、流れ込んで、内壁側空
間と外壁側空間との間を循環して外壁側空間で放熱または冷却されるようにすることで、
排熱を回収して蓄熱した蓄熱媒体の温度を制御できる
ことを特徴とする。
【００４３】
混合蓄熱媒体は、液体の蓄熱媒体に、螺旋状にカールした金属繊維や金属薄帯が混入され
たものである。混合蓄熱媒体の金属繊維や金属薄帯は、断面形状が円形や楕円または角部
を有する細線（等価直径De＝０．０２～０．３mm）であり、螺旋状にカールした一連の連
続体または寸断された細線の集合体からなる。ここに、等価直径Deとは、細線の断面積A[
m2]を断面周長さS[m]で除した値として、De＝Ａ／Sで定義される。
【００４４】
また、混合蓄熱媒体に混入される金属繊維や金属薄帯の長さは、連続した一連のものでも
良いし、一定長さでも良い、または短くカットしたフレーク状の物でも良い。
つまり、螺旋状にカールした金属繊維や金属薄帯は、壁面狭空間内に蓄熱媒体とともに充
填する形態で使用される。
【００４５】
さらに、混合蓄熱媒体に混入される金属繊維や金属薄帯は、鉄、クロム、ニッケル、銅、
アルミ等を主成分として製造されており、固体表面の摩擦損失の低減や固液界面の親和性
を向上させるための表面処理が施されていてもよい。混合蓄熱媒体に使用される金属繊維
や金属薄帯は、螺旋状にカールしており、その熱拡散率aは、０．１から１００[mm2/s]で
、蓄熱媒体のそれ（例えば、約0.02mm2／s）よりも大きいことを特徴とする。ここに、熱
拡散率とは、熱容量を有する物体の熱が熱伝導により三次元的に広がる（拡散する）速度
を表す物性値であり、物体の密度ρ[kg/m3]、比熱C「[J/kgK]、熱伝導率λ[W/m2]を用い
て、a=λ/(ρ・C)で定義される。
【００４６】
混合蓄熱媒体に埋入されている金属繊維や金属薄帯は、上記の幾何形状および熱的特性を
有することから、以下の効果を発揮して、蓄熱媒体単体よりも高い伝熱効果および蓄熱性
能を奏する。
（１）空間内を三次元的に広がって蓄熱媒体と接触しているため、熱伝導と対流および熱
拡散の効果が向上する。
（２）蓄熱媒体よりも高い熱容量の金属製の材料を含むため、蓄熱媒体単体の場合より単
位体積当たりの蓄熱量（熱容量）が増加する。
（３）螺旋状にカールした形状であることから、キャピラリー効果（液の吸い上げ効果）
が作用し、蓄熱媒体の液面到達位置が高くなり、循環力が向上する。
（４）金属繊維や金属薄帯の本数や螺旋状のカール形状および螺旋角を変えることで、金
属繊維や金属薄帯全体の表面積、比体積及び空隙率をコントロールできる。
【００４７】
本発明に係る蓄熱式排熱回収装置は、
前記の壁面狭空間または内壁側空間の天井部分には内圧調整弁が設けられており、
内圧調整弁は、
蓄熱媒体が一定温度以上になって体積が増大し、壁面狭空間内または内壁側空間内が高圧
になると、
壁面狭空間内または内壁側空間内に貯留する空気を排出し、
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蓄熱媒体が一定温度以下になって体積が減少し、壁面狭空間内または内壁側空間内が低圧
になると、
壁面狭空間外または内壁側空間外から外気を吸入する
ことで、壁面狭空間内または内壁側空間内の圧力を一定に保つ
ことを特徴とする。
【００４８】
高温の壁面から蓄熱媒体に排熱が伝達されると、蓄熱媒体は温度上昇とともに体積が増大
する。このとき、壁面狭空間または内壁側空間が密閉された状態では、壁面狭空間または
内壁側空間が高圧状態になり、壁面が変形したり、破損する原因になる。
さらに、蓄熱媒体の温度上昇に伴う液面の上昇（体積の増大）を利用して内壁側空間から
外壁側空間内に蓄熱媒体が流れ込む方法によって蓄熱媒体を循環させる前記発明において
は、蓄熱媒体を循環させることができなくなる。
【００４９】
そこで、本発明は、壁面狭空間または内壁側空間の内圧を調整できるように、内圧調整弁
を設けた。内圧調整弁は、壁面狭空間または内壁側空間の天井部分（気相空間）に設けら
れ、蓄熱媒体が一定温度以上になって体積が増大すると、壁面狭空間内または内壁側空間
内に存在する気体を排出し、蓄熱媒体が一定温度以下になって体積が減少すると、壁面狭
空間外または内壁側空間外から外気を吸入する。空間内の圧力を一定に保つことで、例え
ば、高圧状態になることで生じる壁面の変形や破損を防ぎ、蓄熱媒体の温度上昇に伴う液
面の上昇（体積の増大）を利用して内壁側空間から外壁側空間内に蓄熱媒体が流れ込む方
法による蓄熱媒体の循環が行われる。
特に、蓄熱媒体の温度上昇に伴い、蓄熱媒体の液面が上昇して蓄熱媒体が循環する前記発
明においては、内圧調整弁によって蓄熱媒体が自然循環を行うことができる。
また、内圧調整弁に、外気解放または伸縮性の蛇腹パック（袋）を設けることにより、壁
面挟空間内を大気圧状態に保持することもできる。
【００５０】
本発明に係る蓄熱式排熱回収装置は、
前記の伝熱管が、
高温の壁面の外側に設けられた壁面狭空間内または内壁側空間内を、壁面の周囲を、壁面
に沿って螺旋状に配管されている
ことを特徴とする。
【００５１】
作動媒体は、高温の壁面から伝達される排熱を直接回収するのではなく、蓄熱媒体を介し
て間接的に回収するが、蓄熱媒体が蓄熱した排熱を効率良く作動媒体に回収させるには、
作動媒体が流れる伝熱管が蓄熱媒体と接する面積を増やすことが有効である。
そこで、本発明は、伝熱管を、壁面の周囲に設けられた壁面狭空間内または内壁側空間内
に、壁面に沿って螺旋状に配管したものである。
【００５２】
本発明に係る燃焼装置は、
燃焼室や煙突部等の高温の壁面から伝達される排熱を蓄熱して回収する蓄熱式排熱回収装
置を用いた燃焼装置であって、
燃焼室や煙突部等の壁面の外側に、
前記の蓄熱式排熱回収装置が設けられている
ことを特徴とする。
【００５３】
本発明に係る燃焼装置は、前記の蓄熱式排熱回収装置を備えた燃焼装置である。
前記の蓄熱式排熱回収装置は、燃焼室や煙突部等を有する燃焼装置に設けることができる
。
燃焼装置の燃焼室や煙突部等の高温の壁面から伝達される排熱を、蓄熱式排熱回収装置が
回収することで、外気への熱損失が小さくなり燃焼効率が向上するとともに、熱の有効利
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用に資する。
【００５４】
本発明に係るコージェネレーションシステムは、
前項の燃焼装置と、
作動媒体を圧送するポンプまたはコンプレッサーと、
蓄熱媒体との熱交換により過熱蒸気（飽和温度以上）になった作動媒体によって発電機を
駆動するタービンと、
発電機及び復水器とから構成される
ことを特徴とする。
【００５５】
本発明に係るコージェネレーションシステムは、前記の燃焼装置を利用したコージェネレ
ーションシステムである。前記の蓄熱式排熱回収装置を備えた燃焼装置に、タービン（発
電機）、復水器（冷却器）、ポンプまたは圧縮機を接続し、高温の蓄熱媒体と熱交換する
ことで飽和蒸気になった作動媒体がさらに加熱され、過熱蒸気となってタービンを駆動さ
せることで、小規模の燃焼装置でも、安定的に２００～３００℃の過熱蒸気を生成するこ
とができ、小規模の燃焼装置であってもコージェネレーションシステムを構築することが
可能になる。
【発明の効果】
【００５６】
本発明に係わる蓄熱式排熱回収装置は、高沸点かつ高熱容量の「蓄熱媒体」と低沸点の「
作動媒体」との２種類の熱媒体を用いて、高温の壁面から伝達される排熱を蓄熱媒体に蓄
熱した後に、蓄熱媒体が保有した排熱を作動媒体が間接的に回収する構成である。
これにより、次の効果を発揮する。
（１）水や低沸点または低温の作動媒体が装置内に供給されても、高温の壁面に作動媒体
が直に接触していないため、作動媒体が燃焼装置の壁面や燃焼室内部の温度を過度に低下
させる事態を回避できる。
（２）燃焼炉壁面の厚さ方向の温度差が急激に大きくなる状況が生じない、すなわち高温
の蓄熱媒体の存在により壁面の厚さ方向ならびに長手方向の温度差が小さくなって、壁面
厚さ方向の温度勾配が緩やかになるため、壁面が熱応力により変形する事態を回避できる
。
（３）作動媒体の状態変化（圧力上昇、ドライアウト、気泡振動など）が生じても、それ
らが燃焼炉壁面に直接影響する事態を回避できる。
（４）作動媒体を流す伝熱管が蓄熱媒体中に配置（浸漬）された形態であるため、作動媒
体の熱が外気へ直に伝わらないため、従来の排熱回収装置よりも作動媒体の熱損失が小さ
くなり、安定した過熱蒸気を得ることができる。
【００５７】
また、本発明に係わる蓄熱式排熱回収装置は、熱膨張率の大きな蓄熱媒体を用いることで
、蓄熱媒体の液面が上昇し、自然循環により対流・撹拌される構成を採用したことで、ポ
ンプなどの動力源や高価な電気的センサーを用いずに温度制御が可能なシステムを構成で
きる。
従って、システムの消費電力の削減に資する。
【００５８】
さらに、本発明に係わるコージェネレーションシステムは、蓄熱媒体に蓄熱された排熱を
、作動媒体が回収して過熱蒸気となり、タービンを駆動させる構成としたことで、次の効
果を発揮する。
（５）作動媒体を流す伝熱管が蓄熱媒体中に浸漬されている状態であることから、燃焼炉
の温度変動の影響を作動媒体が直に受けることが無く、比較的安定的安定した過熱蒸気を
得ることができる。
（６）また、タービン入口の過熱蒸気の圧力や流量を大きくする操作を行なっても、作動
媒体の温度圧力の変化が燃焼炉壁面や燃焼室内部に影響を及ぶことがない。
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（７）さらに、放熱管の冷却に水を用いることで、電気と温水の同時供給（コージェネレ
ーション）を行うシステムを構築できる。
以上、従来の廃熱回収装置よりも熱の安定確保及び熱制御性に優れた装置及びシステムを
提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】従来の排熱回収装置の概略を示す構成図
【図２】実施例１に係る蓄熱式排熱回収装置の概略を示す構成図
【図３】実施例２に係る蓄熱式排熱回収装置の概略を示す構成図
【図４】実施例３に係る蓄熱式排熱回収装置の概略を示す構成図
【図５】環状の管に蓄熱媒体を貯留した状態を示した模式図
【図６】環状の管に貯留する蓄熱媒体を熱し始めた状態であり、小さな循環流が管内で発
生している様子を示した模式図
【図７】環状の管に貯留する蓄熱媒体が加熱及び冷却されている状態であり、蓄熱媒体の
密度差による上昇流と下降流が管内で発生している様子を示した模式図
【図８】金属薄帯を蓄熱媒体に混入した状態の混合蓄熱媒体を模式的に示した図
【図９】蓄熱媒体と混合蓄熱媒体の液面上昇率を比較するために用いた実験装置の概要を
示す断面図
【図１０】蓄熱媒体と混合蓄熱媒体の液面上昇率を比較したグラフ
【図１１】蓄熱媒体と混合蓄熱媒体および水について、ヒータ加熱時の経過時間と温度変
化の関係（蓄熱量及び蓄熱速度）を比較したグラフ
【図１２】蓄熱式排熱回収装置を備えた燃焼装置の概略を示す断面図
【図１３】図１２の煙突部分の蓄熱式排熱回収装置の概略を示す断面図
【図１４】図１３の蓄熱式排熱回収装置の一部を拡大した断面図
【図１５】蓄熱式排熱回収装置を備えたコージェネレーションシステムの系統図
【発明を実施するための形態】
【００６０】
図１は、作動媒体１（２０℃前後の水または低沸点の熱媒体）が燃焼装置へ供給されて、
作動媒体が高温の壁面に直接触れた状態で、壁面から伝わる熱を回収して、発生させた過
熱蒸気によりタービンを回転させる従来の排熱回収装置の概略を示した構成図である。
【００６１】
図１の実施形態では、作動媒体１が燃焼装置の壁面２に直接触れているため、次の問題が
ある。
（１） 常温近く（約２０℃）の熱媒体１が接触する壁面２部分では、作動媒体１が壁面
２の温度を急激に低下させ、壁面２の内側（燃焼装置側、高温）と外側（熱媒体側、低温
）とで温度差（温度勾配）が大きくなるために、壁面２が熱応力によって変形する事態が
生じる。
（２） 作動媒体１が壁面２の温度を急激に低下させ、燃焼熱が充分でないと、燃焼室内
部の燃焼温度を低下させてしまい、不完全燃焼による有害ガスの発生を招く危険がある。
（３）液体と蒸気が混存する二相域において、ドライアウトが発生し、壁面２が焼損（バ
ーンアウト）するおそれがある。
【００６２】
図１の実施形態では、燃焼装置の壁面２から熱を回収した作動媒体１が高温高圧の過熱蒸
気３になって、タービン４を回転させる形態として利用した場合、次の事態を生じる。
（３）燃焼室内の発熱量の増減に伴って作動媒体１の蒸気発生量が増減することから、タ
ービン４を駆動させる圧力や蒸気流量の変動が大きくなり、安定した回転数を維持できな
い。
（４）タービン４の入口に設置された流量調整バルブ５により、過熱蒸気３の流量を調整
してタービン４の回転数を一定に保持する操作が行なわれるが、バルブの開閉に伴い過熱
蒸気の圧力変動が生じて、それが炉内の燃焼条件に影響を及ぼし、操作性の低下を招く。
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（５）タービン入口の圧力が燃焼炉壁面への力として直に作用する構造であることから、
タービン入口の圧力によっては壁面の変形を生じる危険性がある。すなわち、タービン入
口の圧力が燃焼炉壁面の耐圧により制限される。
【００６３】
上記を回避する手段として、壁面２の部材を厚くし、壁面２と熱源（火炎）との距離を十
分に保つ方法が考えられる。しかし、部材の厚さが増すと、壁面２の熱抵抗が大きくなり
、排熱回収量が大幅に低下するだけでなく、燃焼装置の巨大化につながる。
【００６４】
さらに、熱媒体１が充填されている流路上部に安全弁（バルブ）６を設けて、設定圧力値
以上になると、蒸気を外気に放出（ベント）する安全策がとられる場合がある。しかし、
作動媒体を外気へ放出することは、特に密閉系においては大幅な性能低下につながり、再
充填の作業を必要とすることや、環境汚染をもたらすことから、極力回避することが望ま
しい。
【００６５】
図２は、実施例１に係る蓄熱式排熱回収装置の概略を示す構成図である。
実施例１に係る蓄熱式排熱回収装置は、高沸点かつ高熱容量の蓄熱媒体７と、水または低
沸点の作動媒体８と、の２種類の熱媒体によって、排熱を回収、利用する装置である。蓄
熱媒体７は、常圧における沸点が水のそれよりも高く、温度上昇とともに体積が増加する
液体（２５～３００℃における容積比が、常温時１に対して１．５倍以下）である。蓄熱
式排熱回収装置は、燃焼装置の高温の壁面２の外側に、蓄熱媒体７を貯留する壁面狭空間
９を設け、壁面狭空間９内に蓄熱媒体７を貯留する。
蓄熱媒体７を貯留する壁面狭空間９内には、伝熱管１０が配管され、伝熱管内を作動媒体
８が循環する。
【００６６】
このような構成によって、蓄熱媒体７が、燃焼装置の高温の壁面２から伝達される排熱を
回収して蓄熱したあと、蓄熱媒体７が蓄熱した排熱を、低沸点の作動媒体８に伝達して回
収する。ここに、低沸点とは圧力0.1MP（大気圧）において飽和温度１００℃以下の液体
を意味する。
これにより、作動媒体８が、燃焼装置の高温の壁面２に対して直に接することがないため
、燃焼装置の壁面２や燃焼室温度を急激に低下させる事態を回避できる。
【００６７】
また、本実施例１に係る蓄熱式排熱回収装置によれば、壁面２部分の板厚方向および流れ
方向の温度差（温度勾配）が従来装置（図１）よりも小さくなるため、壁面２が熱応力に
よって変形することがなく、作動媒体８の過熱蒸気３によって圧力が過大に上昇して壁面
２が加圧による変形や破損を起こす危険がない。
そのため、壁面２を厚くする必要が無く、タービン４の入口の圧力値を大きく設定してタ
ービン４を回転させることができる。
【００６８】
さらに、蓄熱媒体７を循環させる壁面狭空間９に、金属繊維または金属薄帯、金属粒子等
を埋入することで、熱伝達の促進を図るとともに、蓄熱性能及び温度制御性を向上させる
ことが可能である。
【００６９】
壁面狭空間９の外壁は、外気温の影響を受けないように断熱性を有することが望ましい。
なお、壁面狭空間９の天井部分には、内圧調整弁１１が設けることができる。
内圧調整弁１１は、蓄熱媒体７が熱せられて体積が増大すると、壁面狭空間９内に貯留す
る空気を排出し、蓄熱媒体７が冷却されて体積が減少すると、壁面狭空間９外から外気を
吸入する。
このように、壁面狭空間９内の圧力を一定に保つことで、例えば、高圧状態になることで
生じる壁面２の変形や破損を防ぐ。
また、内圧調整弁１１に、外気解放または伸縮性の蛇腹パック（袋）を設けることにより
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、充填層内部を大気圧状態に保持することもできる。
【００７０】
図３は、実施例２に係る蓄熱式排熱回収装置の概略を示す構成図である。
実施例２に係る蓄熱式排熱回収装置は、高沸点かつ高熱容量の蓄熱媒体７と、低沸点の作
動媒体８と、の２種類の熱媒体によって、排熱を回収する装置である。
蓄熱式排熱回収装置は、燃焼装置の高温の壁面２の外側に、蓄熱媒体７を充填する壁面狭
空間９を設け、壁面狭空間９内で蓄熱媒体７を自然循環させる。
蓄熱媒体７を充填・循環させる壁面狭空間９は、断熱性を有する隔壁１２によって、高温
の壁面側の空間（内壁側空間１３）と、壁面狭空間の外壁側の空間（外壁側空間１４）と
に区画されている。
【００７１】
隔壁１２は、壁面狭空間９の上方と下方とが開口していることから、内壁側空間１３内で
高温の壁面２から伝達される排熱を回収した蓄熱媒体７が、温度の上昇に伴い体積が増加
し、隔壁１２を越えたところで、外壁側空間１４（図中の右側）に流れ込む。
外壁側空間１４に流れ込んだ蓄熱媒体７は、放熱または冷却されると比体積が小さく（密
度が大きく）なり、下降流となって隔壁１２の下方（壁面狭空間９の底面付近）から、内
壁側空間１３に流れ込み、これを繰り返すことで、蓄熱媒体７が循環し、蓄熱媒体７の温
度を一定または一様に保つことができる。
【００７２】
蓄熱媒体７が循環する内壁側空間１３には、作動媒体８が循環する伝熱管１０が配管され
ており、作動媒体８は伝熱管１０を介して蓄熱媒体７から排熱を間接的に回収する。
これにより、低温の作動媒体８が、燃焼装置の高温の壁面２に直接触れることがないため
、燃焼装置の壁面２や燃焼室内部の温度を下げたり、壁面２の変形や焼損が発生すること
を、防ぐことができる。
【００７３】
本実施例２に係る蓄熱式排熱回収装置によれば、壁面２部分の温度差（温度勾配）が従来
装置（図１）よりも小さく、極端に大きくなることがないため、壁面２が熱応力によって
変形することがなく、作動媒体８の過熱蒸気３（飽和温度以上）によって急激に圧力が上
昇しても壁面２が加圧による変形や破損を起こす危険がない。
また、蓄熱媒体７自体の温度上昇に伴って、蓄熱媒体７が内壁側空間１３と外壁側空間１
４との間を自然循環する構成を採用したことで、蓄熱媒体７の温度を一定に制御するため
の電気的温度センサーや電力を用いることなく、自然循環のみによって蓄熱媒体７を一定
または所望の温度に制御することができる。
さらに、循環のためにポンプなどの動力源を使う必要が無く、省エネ効果が高い排熱回収
装置を提供できる。
さらに、蓄熱媒体７を循環させる壁面狭空間９に、金属繊維または金属薄帯、金属粒子等
を埋入することで、蓄熱性及び温度制御性を向上させることが可能である（図１０、１１
参照）。
壁面狭空間９の外壁は、蓄熱媒体の熱を外気へ放熱できるよう、フィンなどの拡大伝熱面
を有する場合もある。
【００７４】
図４は、実施例３に係る蓄熱式排熱回収装置の概略を示す構成図である。
実施例３に係る蓄熱式排熱回収装置は、高沸点かつ高熱容量の蓄熱媒体７と、水や低沸点
の作動媒体８と、蓄熱媒体７を冷却する冷媒１７と、の３種類の熱媒体によって、排熱を
回収、利用する装置である。蓄熱式排熱回収装置は、燃焼装置の高温の壁面２の外側に蓄
熱媒体７を循環させる壁面狭空間９を設け、壁面狭空間９内で蓄熱媒体７と水などの冷媒
１７とを循環させ、熱交換する。
【００７５】
蓄熱媒体７を循環させる壁面狭空間９は、断熱性を有する隔壁１２によって、燃焼装置の
高温の壁面２側の空間（内壁側空間１３）と、壁面狭空間９の外壁側の空間（外壁側空間
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１４）とに区画されている。隔壁１２は、内壁側空間１３に貯留されている蓄熱媒体７が
、隔壁１２を越えて内壁側空間１３から外壁側空間１４へと流れ込むことがないように、
設けられている。隔壁１２には、その上方と下方に、内壁側空間１３と外壁側空間１４と
を貫通する開口部１５が形成されており、外壁側空間１４には、隔壁１２の上方に形成さ
れた開口部１５と、隔壁１２の下方に形成された開口部１５とを結ぶ放熱管１６が配管さ
れている。放熱管１６は、隔壁１２の上方に形成された開口部１５から外壁側空間１４内
を通って隔壁１２の下方に形成された開口部１５を繋ぐ環状の管であり、垂直方向に繋ぐ
垂直管でも良いし、壁面狭空間９内を螺旋状に繋ぐ螺旋管も利用することができる。
【００７６】
外壁側空間１４には、冷媒（水）１７を循環させているため、蓄熱媒体７が外壁側空間１
４に配管された放熱管１６内を循環することで、蓄熱媒体７は、外壁側空間１４で放熱ま
たは冷却されて内壁側空間１３に戻る。
そして、蓄熱媒体７が排熱の回収と放熱を繰り返すことで、液体の密度差による自然循環
により、装置内の温度を一定または一様に保つとともに、冷媒（水）の熱を温水として利
用することができる。
蓄熱媒体７を充填・循環させる内壁側空間１３には、作動媒体８が循環する伝熱管１０が
配管されており、作動媒体８は伝熱管１０を介して蓄熱媒体７から排熱を間接的に回収す
る。
これにより、低温の作動媒体８が、燃焼装置の高温の壁面２に直接触れることがないため
、燃焼装置の壁面２や燃焼室内部の温度を下げたり、壁面２の変形や焼損が発生すること
を、防ぐことができる。
【００７７】
本実施例３に係る蓄熱式排熱回収装置によれば、壁面２部分の温度差（温度勾配）が従来
装置（図１）よりも小さく、極端に大きくなることがないため、壁面２が熱応力によって
変形することがなく、作動媒体８の過熱蒸気３（飽和温度以上）によって急激に圧力が上
昇しても壁面２が加圧による変形や破損を起こす危険がない。
また、蓄熱媒体７自体の温度上昇に伴って蓄熱媒体７が内壁側空間１３と外壁側空間１４
との間を自然循環する構成を採用したことで、蓄熱媒体７の温度を一定または一様に制御
するための電気的温度センサーや電力を用いることなく、自然循環のみによって蓄熱媒体
７を一定または一様温度に保持し、過度の温度上昇に至らぬよう制御することができるほ
か、循環のためにポンプなどの動力源を使う必要が無く、省エネ効果が高い排熱回収装置
を提供できる。
さらに、蓄熱媒体７に蓄熱された排熱の余剰熱は、外壁側空間１４で冷却されるが、冷媒
（例えば、水）１７は、排熱を得ることで、温水として利用できるようになる。
さらには、蓄熱媒体７を循環させる壁面狭空間９または内壁側空間１３に、金属繊維また
は金属薄帯、金属粒子等を埋入することで、伝熱促進効果や蓄熱性及び温度制御性を向上
させることが可能である（図１０、１１参照）。
なお、壁面狭空間９の外壁は、外気温の影響を受けないように断熱性を有することが望ま
しい。
【００７８】
図３及び４の実施例に係る蓄熱式排熱回収装置の蓄熱媒体７は、次の図５～７に示す原理
に基づいて、内壁側空間と外壁側空間内とを自然循環する。
図５～７は、上方に静圧ポート１８により系内が一定の圧力に保持され、環状の管（管の
内周部壁面は断熱性を有している）の図中左側を加熱部、図中右側を冷却部として、管内
に充填された高沸点かつ高熱容量の蓄熱媒体７の流動様相および液面上昇を模式的に示し
た図である。
すなわち、図５～７は、断熱壁で仕切られた実施例２（図３）及び実施例３（図４）にお
ける、内壁空間１３と外壁空間１４の熱移動の構成、および蓄熱媒体７の液面上昇および
自然循環の様相をモデル化（単純化）して示した図である。
【００７９】
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図５は、蓄熱媒体７を充填した環状の管を示したものである。
管には、左右の管が連通する高さよりも低い位置に液面が位置する量の蓄熱媒体７が充填
されている。
蓄熱媒体７は、熱の出入りが無い初期等温状態である。
蓄熱媒体７で満たされていない上方の空間は空気が存在し、静圧ポート１８が大気開放の
場合には、系内圧力は１気圧である。
静圧ポート１８は、伸縮性の容器等（蛇腹、ピストン、テフロン（登録商標）パック等）
を接続することによって、密閉状態で系内の圧力を調整することもできる。
【００８０】
図６は、管の図中左側だけを加熱した状態を示した模式図である。
環状の管の内周部分は断熱されているため、管の図中左側を加熱しても、その熱が直接管
の図中右側に伝わることはない。管に充填されている蓄熱媒体７は、例えば、シリコン系
、油脂系などの高沸点かつ高熱容量の液状の熱媒体の場合には、温度２５℃から２００℃
上昇する間に体積が約２０％増加する熱膨張性を有する。
従って、図中左側の管が加熱されると、温度が上昇にともなって熱膨張により体積が増加
し、液面が上昇する。
また、加熱面近傍では、蓄熱媒体７の密度差（温度分布）に起因する対流（小さな循環流
）が発生する。
【００８１】
図７は、図中左側の管を加熱し続けた結果、蓄熱媒体７の液面が上昇して、環状の管内を
蓄熱媒体７が循環し続けている状態を示した模式図である。
液面が上昇して蓄熱媒体７が上方の空間を満たすことで、環状の管が一続きの流路を形成
する。
そして、図中左側の管で加熱された蓄熱媒体７が図中右側の管へ流れて放熱、冷却され、
図中右側の管で冷却されて比体積が小さく（密度が大きく）なると、蓄熱媒体７は下降流
となって下方へ移動し、図中左側の管に戻る。
これが繰り返されることで、蓄熱媒体７が環状の管内を循環するようになる。
【００８２】
流動性を有し、高沸点かつ熱膨張率が大きい蓄熱媒体７を用いて、加熱部と冷却部を有す
る系を構築すると、加熱部において膨張による上昇流が、冷却部において収縮による下降
流が発生して、一種の熱的ポンピング機構による流体輸送（自然循環）を実現できる排熱
回収装置を構築できる。
蓄熱媒体７が一定の温度に達すると、蓄熱媒体７の液面が上昇して環状の管内を循環する
ように蓄熱媒体７の充填率を予め定めておくことで、蓄熱媒体７の温度を制御することが
可能になる。
【００８３】
また、蓄熱媒体７に、螺旋状にカールした金属薄帯２５を混入した混合蓄熱媒体２６を用
いることもできる。
図８は、蓄熱媒体７に螺旋状にカールした金属薄帯２５を混入した状態の混合蓄熱媒体２
６を、それぞれ模式的に示した図である。
図中の混合蓄熱媒体に混入されている金属薄帯２５は、断面形状が四角形の金属製の薄帯
（すなわち薄い帯状の細線、等価直径De＝０．１mm）であり、螺旋状にカールした状態で
集合させて、塊状にした状態で壁面狭空間内に充填される。
蓄熱媒体７よりも熱伝導率が大きな金属製の細線２５が、高温の伝熱面と接触した状態で
蓄熱媒体７内を三次元的に分布していることから、蓄熱媒体単体の場合よりも熱の拡散速
度が向上し、媒体内の温度分布の均一化を図る手段となる。また、細線が螺旋状にカール
した幾何形状であることから、表面張力によるキャピラリー効果（液の吸い上げ効果）を
液の循環力すなわち重力と逆向きに作用する力として利用できる。
このような特徴を有する混合蓄熱媒体２６は、混入させる金属薄帯２５の本数や螺旋状の
カール形状を変えることで、金属薄帯２５全体の表面積、比体積及び空隙率を変え、材質
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を替えることで、熱伝導率を変えることもできる。
【００８４】
蓄熱媒体の温度と膨張率（液面高さ）の関係は、例えば図９に示す装置を用いて、予め定
量化する必要がある。すなわち、液面高さを可視化できる断熱容器２８に蓄熱媒体７を満
たし、ヒータ２７を用いて一定温度に加熱された蓄熱媒体２７の温度と液面高さを測定す
る。そして、蓄熱媒体の温度と膨張率（液面上昇率）の関係（検定曲線）をもとにして、
実機への充填量が推算により決定される。
【００８５】
図１０は、図９の装置を用いて測定されたシリコン系蓄熱媒体の温度と液面上昇率の関係
であり、蓄熱媒体単体７と混合蓄熱媒体２６について比較にしたグラフである。
液面上昇率は、各温度における液面の高さh[mm]を、温度２５℃における高さh0[mm]との
相対比（h/h0）によって表した。また、図中の「●」が蓄熱媒体７、図中の「■」が混合
蓄熱媒体２６である。温度２５０℃における液面上昇率は、蓄熱媒体単体●では１．２２
（約２２％の上昇）であるのに対して、混合蓄熱媒体■では約１．３５（約３５％の上昇
率）である。このように、蓄熱媒体単体よりも混合蓄熱媒体が高い液面上昇率を示す原因
として、熱伝導率及び熱拡散率の大きい金属繊維が媒体中に存在するために蓄熱媒体の温
度分布が均一化されること、螺旋形状の金属繊維の存在により液体の吸い上げ効果（キャ
ピラリー効果）が作用していること、等が考えられる。よって、液面高さによって排熱の
蓄熱量及ぶ循環温度を制御する本蓄熱回収装置においては、液面上昇率が大きい混合蓄熱
媒体を用いる方が高精度な温度制御ができる。
【００８６】
図１１は、加熱時間と温度の関係を、蓄熱媒体７、混合蓄熱媒体２６および水で比較した
結果である。
図中の「●」が蓄熱媒体７で、「■」が混合蓄熱媒体２６で、「○」が水の場合である。
このグラフによれば、蓄熱媒体７の温度上昇は、水よりも高く、混合蓄熱媒体２６はさら
に高いことが示されている。
この結果から、蓄熱媒体７は水よりも蓄熱性能が高い。また、蓄熱媒体に熱容量及び熱拡
散率の大きい金属繊維を混入することで、蓄熱媒体単体よりもさらに蓄熱性能及び伝熱性
能を向上させる効果がある。
【００８７】
図１２は、蓄熱式排熱回収装置を備えた燃焼装置の概略を示す断面図である。
蓄熱式排熱回収装置は、種々の燃焼装置の壁面外側に設けることができる。
図１２の実施例では、燃焼装置の煙突２０と燃焼室２１の壁面２の外側に、蓄熱式排熱回
収装置を設置しているが、これは、燃焼装置の煙突２０をエコノマイザーまたは蒸発器（
ボイラー）として、燃焼装置の燃焼室２１を過熱器として利用する実施形態である。
【００８８】
蓄熱式排熱回収装置は、煙突２０や燃焼室２１に限られず、高温の壁面部分であれば、ど
こに設けることもできる。蓄熱式排熱回収装置は、高温の壁面２の外側に設けられる壁面
狭空間９からなる。壁面狭空間９は、内壁側空間１３と外壁側空間１４とからなる。内壁
側空間１３と外壁側空間１４とは、断熱性を有する隔壁１２によって区画されている。内
壁側空間１３には蓄熱媒体７が循環し、その外側に隣接する外壁側空間１４には冷媒１７
が循環する。
【００８９】
図１３は図１２の煙突部を拡大した断面図である。
外壁側空間１４には、フィン１９を有する放熱管１６が配管され、蓄熱媒体７は、内壁側
空間１３から開口部１５を通じて放熱管１６に流れ、放熱管１６内を循環する間に外壁側
空間１４を循環する冷媒（水）によって冷却される（図１３および図１４も参照）。
冷却された蓄熱媒体７は、隔壁１２の下方の開口部１５から、内壁側空間１３に流れ込み
、これが繰り返されることで、蓄熱媒体７が循環し、蓄熱媒体７の温度を一定または一様
に保つことができる。
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すなわち、本実施形態において、蓄熱媒体７の温度を所望に保つことで、排熱量の変動が
大きい小規模の燃焼装置においても、温度変動が小さい平準化された状態で、安定的に熱
を確保できる。
【００９０】
内壁側空間１３の天井部分には、内圧調整弁６を取付けるための静圧ポート１８が設けら
れ、蓄熱媒体７が熱せられて体積が増大すると、内壁側空間１３内に存在する空気を排出
し、蓄熱媒体７が冷却されて体積が減少すると、内壁側空間１３が低圧状態となり外部か
ら空気を吸入する。
このように、内壁側空間１３内の圧力を一定に保つことで、例えば、高圧状態になること
で生じる壁面２の変形や破損を防ぐ。
【００９１】
内壁側空間１３には、伝熱管１０が螺旋状に配管されている。作動媒体８は、伝熱管１０
内を循環し、その間に、蓄熱媒体７が蓄熱した排熱が伝達され、排熱を回収する。作動媒
体８は、燃焼室の領域を通過して過熱蒸気３になり、タービン４を駆動させて発電に利用
される（図１５を参照）。作動媒体８が、蓄熱媒体を介して排熱を間接的に回収するため
、作動媒体８は高温の壁面２に直接触れることがない。
これにより、燃焼装置の壁面２や燃焼室２１内部の温度を下げることがなく、特に壁面を
熱応力によって変形させる心配がない。
また、作動媒体８が過熱蒸気３になって急激に伝熱管内が高圧になっても、過熱蒸気３は
壁面２に直接触れることがないため、壁面２を変形や破損させる危険がなく、仮にドライ
アウトが発生しても、伝熱管１０内で発生するだけで、壁面２に影響を及ぼすわけではな
いため、壁面２の焼損のおそれがない。
【００９２】
蓄熱式排熱回収装置を備えた燃焼装置によれば、高沸点かつ高熱容量の蓄熱媒体７が、燃
焼装置を覆うように燃焼装置の壁面２外側を循環するため、燃焼装置全体の熱容量が実質
的に大きくなる。そのため、外気環境の影響を受けやすい小規模の燃焼装置に蓄熱式排熱
回収装置を設置すれば、燃焼室内の燃焼状態の変化や外気温度の変化に対する熱的変動を
抑制する効果を発揮する。
また、高熱容量の蓄熱媒体７が伝熱管１０全体を覆う形で保温し、その内部を流れる作動
媒体へ熱を安定的に供給できるため、過熱蒸気の安定供給すなわちタービンの安定駆動お
よび電気の安定供給に資することができる。
なお、蓄熱媒体７を冷却するために用いる冷媒（水）１７を温水として利用することで、
さらなる熱の有効活用及びシステム効率の向上に寄与できる。
【００９３】
壁面狭空間９の外壁は、外気温の影響を受けないように断熱性を有することが望ましい。
また、同じく、壁面狭空間９を内壁側空間１３と外壁側空間１４とに区画する隔壁１２は
、内壁側空間１３と外壁側空間１４との間で隔壁１２を通じた熱の伝達が行われないよう
に断熱性を有することが望ましい。
【００９４】
図１３は図１２の燃焼装置の煙突の壁面外側に設けた蓄熱式排熱回収装置の概略を示す断
面図であり、また図１４は図１３の燃焼装置の煙突の壁面外側に設けた蓄熱式排熱回収装
置の一部を拡大した断面図である。
【００９５】
蓄熱式排熱回収装置は、燃焼装置の煙突２０の壁面２外側に設けることができる。
煙突２０内は、図の下方から上方に向かって高温の排ガスが移動し、煙突２０の内壁２は
高温になっている。
蓄熱式排熱回収装置は、断熱性を有する隔壁１２によって内壁側空間１３（煙突２０の壁
面２側の空間）と外壁側空間１４（壁面狭空間９の外壁側の空間）とに区画された壁面挟
空間９からなる。
【００９６】



(20) JP 6465366 B2 2019.2.6

10

20

30

40

50

内壁側空間１３には、作動媒体８を循環させるための伝熱管１０が、円筒状の煙突２０の
壁面２に沿って煙突２０の周囲を螺旋状に配管されている。
外壁側空間１４には、隔壁１２の上方に形成された開口部１５から外壁側空間１４内を通
って隔壁１２の下方に形成された開口部１５を繋ぐ環状の放熱管１６が配管されている。
放熱管１６は、煙突２０の周囲の任意の箇所で、隔壁１２の上方に形成された開口部１５
から隔壁１２の下方に形成された開口部１５までを垂直方向に繋ぐ垂直管を１以上配管す
るのでも良いし、煙突２０の周囲全体を隔壁１２の上方に形成された開口部１５から隔壁
１２の下方に形成された開口部１５までを層状または二重管式に形成することもできる。
【００９７】
内壁側空間１３には、蓄熱媒体７を貯留し、蓄熱媒体７が煙突２０の壁面２から伝達され
る排熱を蓄熱して高温になると、蓄熱媒体７は、体積が膨張して液面が上昇する。蓄熱媒
体７の液面が上昇すると、内壁側空間１３と放熱管１６とが一続きの流路を形成する。
そして、蓄熱媒体７の液面が上昇すると、内壁側空間１３に貯留された蓄熱媒体７は、熱
膨張による浮力すなわち上昇流を発生させながら隔壁１２の上方に形成された開口部１５
の位置に到達し、開口部１５から外壁側空間１４内に配管されている放熱管１６に流れ込
む。
【００９８】
内壁側空間１３の天井部分には、内圧調整弁６を取付けるための静圧ポート１８が設けら
れ、蓄熱媒体７が熱せられて体積が増大すると、内壁側空間１３内に貯留する空気を排出
し、蓄熱媒体７が冷却されて体積が減少すると、内壁側空間１３外から外気を吸入する。
このように、内壁側空間１３内の圧力を一定に保つことで、例えば、高圧状態になること
で生じる壁面２の変形や破損を防ぐ。
【００９９】
放熱管１６が配管されている外壁側空間１４には、冷媒（水）１７が循環しており、放熱
管１６内を流れる蓄熱媒体７を冷却する。
放熱管１６は、その周囲に放熱用のフィン１９が形成されており、蓄熱媒体７の冷却を促
進する。
放熱管１６で冷却された蓄熱媒体７は、下降流を発生させながら隔壁１２の下方に形成さ
れた開口部１５から内壁側空間１３に流れ込む。
これが繰り返されることで、蓄熱媒体７は、外部からポンプ動力を加えることなく、両空
間間を自然循環し、加熱と冷却が連続して行われることで、温度が一定または一様に保た
れる。
【０１００】
そして、蓄熱媒体７が蓄熱した排熱は、最終的には、内壁側空間１３内に配管された伝熱
管１０内を循環する作動媒体８に伝達される。
このようにして、作動媒体８は、高温の壁面２から伝達される排熱を直接回収するのでは
なく、蓄熱媒体７を介して間接的に回収する。
【０１０１】
蓄熱媒体７の充填量を増やすと、早い段階で、内壁側空間１３と放熱管１６とが一続きの
流路を形成して循環を開始するため、蓄熱媒体７の温度は低く保たれる。また、蓄熱媒体
７の充填量を減らすと、内壁側空間１３と放熱管１６とが一続きの流路を形成するまでに
長時間を要するが、蓄熱媒体７が循環を開始するまで熱を蓄える結果、蓄熱媒体７を高い
温度に保持できる。
このように、蓄熱媒体７の充填量（すなわち液面高さ）を変えることで、排熱を蓄熱する
蓄熱媒体７の温度及び蓄熱量を制御できる。
本実施例によれば、煙突２０の高温の壁面２の周囲は、高熱容量の蓄熱媒体７で被覆され
た状態になるため、従来装置よりも熱容量が大きくなり排熱回収率が向上する。また、伝
熱管１０全体が高熱容量の蓄熱媒体７に浸漬されて被覆、保温された状態であるため、作
動媒体が燃焼室内の発熱変動や外気環境の影響を直接受けることが低減され、排熱の安定
的な供給、利用に資する。壁面狭空間９の外壁は、外気温の影響を受けないように断熱性
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を有することが望ましい。
【０１０２】
図１５は、蓄熱式排熱回収装置を備えたコージェネレーションシステムの主要系統図であ
り、作動媒体および冷媒が流れる方向を図中の矢印で示している。
煙突２０と燃焼室２１に蓄熱式排熱回収装置を備えた燃焼装置、タービン４（発電機２４
）、復水器（冷却器）２２、ポンプまたは圧縮機２３が直列に接続されている。作動媒体
８は、ポンプまたは圧縮機２３によって煙突２０の壁面２に設けられた蓄熱式排熱回収装
置に送られ、高温の蓄熱媒体７と熱交換することで飽和蒸気になる。飽和蒸気になった作
動媒体８は、燃焼室２１の壁面２に設けられた蓄熱式排熱回収装置に送られてさらに加熱
され、過熱蒸気３となってタービン４を駆動させる。
その後、作動媒体８は、復水器２２へ送られて冷却される。
【０１０３】
本実施例によれば、小規模の燃焼装置でも、安定的に２００～３００℃の過熱蒸気３を生
成することができ、小規模の燃焼装置であってもコージェネレーションシステムを構築す
ることが可能になる。
また、過熱蒸気３となる作動媒体８は、伝熱管１０内を循環して、燃焼室２１の壁面２に
直接触れることがないため、壁面２を変形させたり、損傷させることがないことから、タ
ービン４の入口の圧力値は、燃焼室２１の壁面２の耐圧値以上に設定することができ、そ
の結果、蒸気圧力を効果的に発電に活かすことができる。
【産業上の利用可能性】
【０１０４】
以上のとおり、本発明によれば、温度上昇にともなって体積が増加する性質の熱媒体を用
いて排熱駆動による熱媒体の自然循環を実現し、温度変動が大きい排熱に対しても効率よ
く熱を回収して蓄熱できることから、熱の安定供給に資する蓄熱式排熱回収装置及びこれ
を用いた燃焼装置並びにコージェネレーションシステムを提供できる。
【符合の説明】
【０１０５】
１　　作動媒体
２　　燃焼装置の壁面
３　　過熱蒸気
４　　タービン
５　　流量調整バルブ
６　　壁面挟空間内の圧力調整用バルブまたは安全弁
７　　蓄熱媒体
８　　作動媒体
９　　壁面狭空間
１０　伝熱管
１１　伝熱管内の圧力調整用バルブまたは安全弁
１２　隔壁
１３　内壁側空間
１４　外壁側空間
１５　開口部
１６　放熱管
１７　冷媒（水など）
１８　静圧ポート
１９　フィン
２０　煙突
２１　燃焼室
２２　復水器（冷却器）
２３　圧縮機またはポンプ



(22) JP 6465366 B2 2019.2.6

２４　発電機
２５　金属薄帯または金属繊維
２６　混合蓄熱媒体
２７　ヒータ
２８　断熱容器

【図１】 【図２】
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